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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 14,090 12,134 13,933 33,515 31,448

経常利益 (百万円) 570 834 1,240 1,984 2,004

中間(当期)純利益 (百万円) 313 523 879 845 1,219

純資産額 (百万円) 6,567 6,183 7,411 5,933 6,868

総資産額 (百万円) 44,802 43,777 46,863 43,357 49,898

１株当たり純資産額 (円) 154.03 142.19 169.18 138.55 158.01

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 7.35 12.29 20.62 19.20 28.60

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.7 13.8 15.5 13.7 13.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,676 △2,378 275 6,421 △1,244

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △257 △1,398 △3,043 △1,235 △4,189

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,421 3,486 2,884 △4,797 5,108

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 671 1,282 1,362 1,572 1,247

従業員数 
(外、平均臨時雇用者)

(人)
376
(289)

425
(253)

446
(263)

399
(264)

423
(252)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 純資産の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 11,920 10,328 11,266 28,715 26,687

経常利益 (百万円) 512 977 1,261 1,897 2,077

中間(当期)純利益 (百万円) 298 569 880 813 1,247

資本金 (百万円) 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140

発行済株式総数 (株) 42,800,000 42,800,000 42,800,000 42,800,000 42,800,000

純資産額 (百万円) 6,430 5,952 7,067 5,778 6,609

総資産額 (百万円) 43,341 41,600 44,859 41,176 47,618

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 14.8 14.3 15.8 14.0 13.9

従業員数 
(外、平均臨時雇用者)

(人)
286
(216)

320
(191)

328
(206)

299
(191)

317
(191)



２ 【事業の内容】 

当社の関係会社は、当社、親会社１社（小田急電鉄株式会社）および連結子会社（株式会社小田急ハウ

ジング）ならびに関連会社１社（株式会社小田急設計コンサルタント）で構成され、戸建住宅、マンショ

ン等の建設・分譲および仲介斡旋ならびに増改築等のリフォーム事業を主な内容とした不動産販売業、オ

フィスビル・マンションの賃貸等を主な内容とした土地建物賃貸業、さらに広告業等の事業を営んでおり

ます。 

なお、当社は、当社の親会社である小田急電鉄株式会社と平成19年９月１日付で株式交換を行い、同社

の完全子会社となり、同社の分譲業のうち住宅販売業を吸収分割により平成19年10月１日付で当社に移転

いたしました。また、当社は、平成19年10月１日付で当社の連結子会社である株式会社小田急ハウジング

を当社の完全子会社といたしました。 

当社グループの各事業に係る位置付け等は、以下のとおりであり、区分は事業の種類別セグメントと同

一であります。 

  

（１）不動産販売業 

当社は、小田急線沿線を中心とした首都圏において、土地の分譲ならびに戸建住宅およびマンションの

建設・分譲を行う土地建物販売業のほか、仲介店舗において不動産の売買、賃貸の仲介を行う仲介斡旋業

を展開しております。また、連結子会社である株式会社小田急ハウジングは、当社の販売する戸建住宅の

建設工事の請負業務等および増改築等のリフォーム事業を行っております。 

  

（２）土地建物賃貸業 

当社は、「小田急西新宿ビル」、「小田急柏木ビル」および「小田急不動産仙台ビル」等、東京・仙台

およびその近郊においてオフィスビル・マンションを所有し、賃貸しているほか、一括借上げによる転貸

業等を営んでおります。また、連結子会社である株式会社小田急ハウジングは、当社が所有・運営するビ

ル・マンションおよび当社が販売したマンションにおける管理業務を行っております。 

  

（３）広告業ほか 

  ア 小田急沿線において、電飾看板等を媒体とした広告業を営んでおります。 

  イ ショートコース併設ゴルフ練習場「小田急志津ゴルフクラブ」の経営を行っております。 

  ウ 火災保険、自動車保険その他損害保険等の代理店業務を営んでおります。 

  エ リース業および生活関連事業商品の代理販売等を行っております。 

  

事業の系統図に変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産販売業 291 [133]

土地建物賃貸業 71 [ 47]

広告業ほか 13 [ 69]

全社（共通） 71 [ 14]

合計 446 [263]

従業員数(人) 328 [206]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰など懸念材料があるものの、引き続き好調な企業

収益を背景に、雇用情勢は着実に改善し、個人消費も底堅く推移するなど緩やかな回復基調を維持しまし

た。 

不動産業界におきましては、新築マンション市場において、用地取得競争の激化や地価高騰等により販

売価格の上昇が見られ、好調であった契約率にも徐々に影響が出始めました。一方、オフィスビル市場に

おきましては、堅調なオフィス需要を背景に、依然として空室率が低水準で推移し、賃料水準も大型ビル

のみならず、中小ビルでも穏やかに改善が見られるなど好調に推移しました。 

このような状況の中、当社グループでは、営業利益率の向上を最優先として優良な収益物件を取得した

ほか、全事業において積極的な営業活動を展開するとともに、経費削減等による経営効率の向上を図りま

した結果、当中間連結会計期間の営業収益は１３９億３３百万円（前年同期比１７億９８百万円増、１

４.８％増）、経常利益では１２億４０百万円（前年同期比４億６百万円増、４８．７％増）、中間純利

益では８億７９百万円（前年同期比３億５５百万円増、６７．９％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

①不動産販売業 

土地建物販売業におきましては、「小田急コートアベニュー東林間Ⅱ」（神奈川県相模原市）および

「町田やくし台Hearty Hill第１８期」（東京都町田市）等の戸建住宅、マンションおよび土地等を販売

し、仲介斡旋業におきましても積極的な営業活動を展開いたしました。その結果、販売代理および建物請

負工事を含めた営業収益は、９３億９８百万円（前年同期比２４．２％増）、営業利益は９億８６百万円

（前年同期比８５．５％増）となりました。 

  

②土地建物賃貸業 

土地建物賃貸業におきましては、自社所有マンションとして「リージア西早稲田」（東京都新宿区）お

よび「リージア代々木八幡」（東京都渋谷区）を取得したほか、既存賃貸ビルの稼働率の維持・向上を図

り、賃料の増額に向けた取り組みを実施いたしました。その結果、営業収益は３５億８６百万円（前年同

期比０．６％減）となりましたが、経費削減等により営業利益は６億８２百万円（前年同期比３．８％

増）となりました。 

  

③広告業ほか 

広告業におきましては、環境に配慮するなど媒体価値向上のための取り組みを実施したほか、事業施設

業、保険代理業およびリース業におきましても積極的な営業活動を実施いたしました。その結果、営業収

益は９億４８百万円（前年同期比１．３％減）、営業利益は３億３６百万円（前年同期比２．３％増）と

なりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は１３億６２百万円となり、前中間連

結会計期間末と比べて８０百万円（対前年同期比６．３％増）の増加となりました。 

 当中間連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

   

 営業活動によるキャッシュ・フローは、販売用不動産の引渡し等に伴う売上債権の減少額３６億７７百

万円、販売用不動産の引渡し等に伴うたな卸資産の減少額１２億１１百万円、建設工事費の支払い等に伴

う仕入債務の減少額２０億９６百万円および販売用不動産の契約等に伴う預り金の減少額２９億１２百万

円等により２億７５百万円の資金の増加となりました。（前年同期は、２３億７８百万円の資金の減少）

   

 投資活動によるキャッシュ・フローは、新規事業用資産等の有形固定資産取得による支出額３０億５０

百万円等により３０億４３百万円の資金の減少となりました。（前年同期は、１３億９８百万円の資金の

減少） 

   

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金を調達したことなどにより２８億８４百万円の資金

の増加となりました。（前年同期は、３４億８６百万円の資金の増加） 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループにおいては受注生産形態をとらない事業活動がほとんどであり、生産実績および受注実績

について記載は行っておりません。 

当中間連結会計期間における販売状況を事業のセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
      (注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

不動産販売業

土地売上高
(販売面積(㎡))

1,438
(  1,061,063.10 )

773.1

戸建住宅売上高
(販売戸数(戸))

5,336
(75)

34.3

マンション売上高
(販売戸数(戸))

1,595
(33)

△31.1

その他の収入 1,026 △7.5

計 9,398 24.2

土地建物賃貸業

ビル・マンション収入 3,080 △2.2

その他の収入 506 10.6

計 3,586 △0.6

広告業ほか

広告収入 751 △3.7

スポーツ施設収入 122 8.8

その他の収入 73 9.1

計 948 △1.3

合計 13,933 14.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社と小田急電鉄株式会社は、グループ住宅関連事業について、分散している経営資源の集約による事

業の効率化や経営の一体化による意思決定の迅速化を図る観点から、平成19年９月１日を効力発生日とし

て株式交換による当社の完全子会社化を行い、さらに、平成19年10月１日を効力発生日として吸収分割に

より小田急電鉄株式会社の住宅販売業を当社へ承継いたしました。 

株式交換契約および吸収分割契約の概要は、以下の通りであります。 

 なお、当社は、連結子会社である株式会社小田急ハウジングの株式を小田急電鉄株式会社からは吸収分

割契約により、小田急建設株式会社からは売買契約によりそれぞれ取得し、同社を平成19年10月1日付で

完全子会社化しております。 

  

１．株式交換契約 

（１）効力発生日 

平成19年９月１日 

（２）株式交換の方法 

平成19年５月22日に当社と小田急電鉄株式会社の間で株式交換契約を締結し、これにもとづき平成

19年９月１日を株式交換の効力発生日として、当社の株主（小田急電鉄株式会社を除く。）が有する

当社の株式を小田急電鉄株式会社に移転させ、当社の株主（小田急電鉄株式会社を除く。）に対して

小田急電鉄株式会社の普通株式を割当交付しました。なお、本株式交換は、当社については、平成19

年６月27日開催の当社定時株主総会の承認を得て株式交換手続きを行いました。また、小田急電鉄株

式会社については、会社法第796条第３項の規定にもとづき簡易株式交換の手続きにより、株主総会

の承認を得ないで株式交換手続きを行いました。 

（３）株式交換比率 

当社の普通株式１株に対し、小田急電鉄株式会社の普通株式0.65株を割当交付しました。 

（４）株式交換比率の算定根拠 

本株式交換の株式交換比率については、その公正性を担保するための手続きの一環として、両社が

個別に第三者機関に株式交換比率の算定について専門家としての意見を求めることとし、当社はみず

ほ証券株式会社に、小田急電鉄株式会社は三菱ＵＦＪ証券株式会社に、それぞれ株式交換比率の算定

を依頼しました。 

みずほ証券株式会社は、両社の株式について、市場株価基準法、ＤＣＦ（ディスカウンテッド・キ

ャッシュフロー）法および類似企業比較法による分析をそれぞれ行い、算定結果を提出いたしまし

た。 

三菱ＵＦＪ証券株式会社は、両社の株式について、市場株価平均法、ＤＣＦ法および類似会社比較

法による分析をそれぞれ行い、その算定結果を提出いたしました。なお、分析において類似会社比較

法による算定結果は、参考値として提出されました。 

両社は、それぞれ第三者機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に、慎重に検討し、

交渉・協議を重ねました。その結果、平成19年３月27日開催の両社の取締役会において、株式交換比

率を当社の普通株式１株に対し小田急電鉄株式会社の普通株式0.65株といたしました。 

（５）小田急電鉄株式会社の資産・負債の状況等（平成19年９月30日現在） 



 
  

２．吸収分割契約 

平成19年８月22日に当社と小田急電鉄株式会社の間で吸収分割契約を締結し、これにもとづき、平

成19年10月１日を効力発生日として、小田急電鉄株式会社の住宅販売業を吸収分割により当社に移転

し、当社は小田急電鉄株式会社に対して、当社の普通株式１株を割当交付いたしました。 

 詳細については、「第５ 経理の状況」の「１中間連結財務諸表等 （１）中間連結財務諸表（重

要な後発事象）」の当中間連結会計期間の欄に記載しております。 

  

３．株式交換契約および吸収分割契約の相手会社の名称等 

 
  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

資産 金額（百万円） 負債・純資産 金額（百万円）

流動資産 168,014 流動負債 413,355

固定資産 1,170,956 固定負債 672,427

特別法上の準備金 35,250

純資産 217,936

資産合計 1,338,970 負債・純資産合計 1,338,970

 名称 小田急電鉄株式会社

 代表者 取締役社長 大須賀 賴彦

 本店所在地 東京都渋谷区代々木２丁目28番12号

 資本金 603億５千９百万円（平成19年９月30日）

 事業の内容 普通鉄道業、建物売買業、土地売買業、貸事務所業、旅行業、駐車場業、広

告代理業、その他固定電気通信業



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(名)建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

リージア西早稲田
 (東京都新宿区)

土地建物 
賃貸業

賃貸用 
マンション

596 16
907

(330.98)
― 1,519  ―

リージア代々木八幡 
 (東京都渋谷区)

土地建物 
賃貸業

賃貸用 
マンション

228 ―
470

(370.79)
― 698  ―

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法
取得の
予定年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
 リージア西新宿 
 （東京都新宿区）

 土地建物 
 賃貸業

賃貸用
 マンション

1,345 137
自己資金 
 および借入金

平成20年
2月

提出会社
 （仮称）御成門ビル 
 （東京都港区）

 土地建物 
 賃貸業

賃貸用ビル 647 79
自己資金 
 および借入金

平成20年
6月

提出会社
 （仮称）仙台東口ビル
 （宮城県仙台市若林区）

 土地建物 
 賃貸業

賃貸用ビル 2,520 756
自己資金 
 および借入金

平成20年
10月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 当社は、平成19年９月１日付で小田急電鉄株式会社と株式交換を行い、同社の完全子会社となっておりま 

  す。これに伴い、当社株式は、平成19年８月28日に東京証券取引所市場第一部を上場廃止となりました。 

２ 当社は、平成19年10月１日付で小田急電鉄株式会社に新株式１株を発行しております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 当社は、平成19年10月１日付で小田急電鉄株式会社に新株式１株を発行しております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,800,000 42,800,001 非上場 ―

計 42,800,000 42,800,001 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 42,800,000 ― 2,140 ― 538



(4) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
（注) 株式交換により、平成19年９月１日をもって当社は小田急電鉄株式会社の完全子会社となっております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２８番１２号 42,800,000 100.0

計 ― 42,800,000 100.0



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成19年８月28日に東京証券取引所市場第一部を上場廃止となりました。これに伴い、平成 

  19年８月は最終取引日である平成19年８月27日までの株価について記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

 役職の異動 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 42,800,000 42,800 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数       42,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 42,800 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 559 546 513 496 520 ―

最低(円) 535 475 480 447 440 ―

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 
（住宅事業本部長）

取締役 髙 松 茂 雄 平成19年10月1日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)にもとづいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)にもとづいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 630 787 544

２ 受取手形及び売掛金 417 403 4,080

３ 有価証券 ※2 10 10 10

４ たな卸資産 ※4 8,746 9,291 10,503

５ 繰延税金資産 1,097 247 624

６ その他 1,321 1,218 1,293

７ 貸倒引当金 △2 △2 △9

流動資産合計 12,220 27.9 11,955 25.5 17,046 34.2

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物 ※1.3.4 9,007 9,764 9,179

(2) 機械装置及び運搬具 ※1.3 153 148 144

(3) 土地 ※3.4 12,902 16,213 14,217

(4) その他 ※1.3.4 406 22,470 288 26,415 335 23,877

２ 無形固定資産 689 675 686

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 3,085 2,547 2,936

(2) 差入敷金保証金 4,725 4,647 4,735

(3) 繰延税金資産 187 214 214

(4) その他 398 407 402

(5) 貸倒引当金 △0 8,396 △0 7,816 △0 8,288

固定資産合計 31,557 72.1 34,907 74.5 32,851 65.8

資産合計 43,777 100.0 46,863 100.0 49,898 100.0



   

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 2,264 1,449 3,545

２ 短期借入金 14,965 16,615 13,990

３ 未払法人税等 94 152 46

４ 預り金 2,220 1,545 4,440

５ 賞与引当金 339 348 542

６ 役員賞与引当金 ― ― 27

７ 完成工事補償引当金 63 87 150

８ その他 3,235 2,125 3,171

流動負債合計 23,183 53.0 22,324 47.6 25,914 51.9

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 6,855 9,940 9,460

２ 繰延税金負債 360 255 277

３ 再評価に係る繰延税金負債 1,253 1,222 1,222

４ 退職給付引当金 1,855 1,364 1,841

５ 役員退任慰労引当金 62 ― 106

６ 受入敷金保証金 3,997 4,120 4,188

７ 長期未払金 26 223 19

固定負債合計 14,411 32.9 17,127 36.5 17,115 34.3

負債合計 37,594 85.9 39,451 84.1 43,029 86.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 2,140 2,140 2,140

２ 資本剰余金 538 549 539

３ 利益剰余金 4,282 5,644 4,977

４ 自己株式 △37 ― △38

   株主資本合計 6,924 15.8 8,334 17.8 7,618 15.3

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券評価差額金 770 509 719

２ 土地再評価差額金 △1,633 △1,602 △1,602

   評価・換算差額等合計 △863 △2.0 △1,093 △2.3 △883 △1.8

Ⅲ 少数株主持分 122 0.3 170 0.4 133 0.3

   純資産合計 6,183 14.1 7,411 15.9 6,868 13.8

   負債純資産合計 43,777 100.0 46,863 100.0 49,898 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度 

要約連結損益計算書

( 自 平成18年４月１日 ( 自 平成19年４月１日 ( 自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日 ) 至 平成19年９月30日 ) 至 平成19年３月31日 )

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 12,134 100.0 13,933 100.0 31,448 100.0

Ⅱ 営業原価 ※1 9,409 77.5 10,827 77.7 24,865 79.1

営業総利益 2,725 22.5 3,105 22.3 6,583 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2 1,789 14.8 1,839 13.3 4,333 13.7

営業利益 936 7.7 1,265 9.0 2,249 7.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 10 11 21

２ 受取配当金 11 14 16

３ 完成工事補償引当金戻入益 4 0 ―

４  不動産取得税還付金収入 ― 39 ―

５ 受取賃料収入 ※3 ― 47 ―

６ その他 6 32 0.3 34 148 1.1 15 52 0.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 122 161 255

２ 固定資産除却損 ※4 ― 2 40

３ その他 11 134 1.1 8 173 1.2 1 298 1.0

経常利益 834 6.9 1,240 8.9 2,004 6.4

Ⅵ 特別利益

１ 退職給付制度移行に伴う 
  終了益

― ― ― 232 232 1.7 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

１ 過年度役員退任慰労 

  引当金繰入額
― ― ― ― ― ― 25 25 0.1

税金等調整前 
中間(当期)純利益

834 6.9 1,473 10.6 1,978 6.3

法人税、住民税及び事業税 6 121 20

過年度未払法人税等取崩額 ― ― △50

法人税等調整額 347 353 2.9 482 603 4.4 821 791 2.5

少数株主損失 △42 △0.3 △9 △0.1 △31 △0.1

中間(当期)純利益 523 4.3 879 6.3 1,219 3.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,140 538 3,998 △35 6,641

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △212 ― △212

 役員賞与 ― ― △27 ― △27

 中間純利益 ― ― 523 ― 523

 自己株式の取得 ― ― ― △1 △1

  株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 284 △1 282

平成18年９月30日残高(百万円) 2,140 538 4,282 △37 6,924

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 925 △1,633 △708 168 6,101

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △212

 役員賞与 ― ― ― ― △27

 中間純利益 ― ― ― ― 523

 自己株式の取得 ― ― ― ― △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△155 ― △155 △46 △201

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△155 ― △155 △46 81

平成18年９月30日残高(百万円) 770 △1,633 △863 122 6,183



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,140 539 4,977 △38 7,618

中間連結会計期間中の変動額

 株式交換 ― 10 ― 40 50

 剰余金の配当 ― ― △212 ― △212

 中間純利益 ― ― 879 ― 879

 自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

  株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 10 667 38 716

平成19年９月30日残高(百万円) 2,140 549 5,644 ― 8,334

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 719 △1,602 △883 133 6,868

中間連結会計期間中の変動額

 株式交換 ― ― ― ― 50

 剰余金の配当 ― ― ― ― △212

 中間純利益 ― ― ― ― 879

 自己株式の取得 ― ― ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― ― 46 47

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△210 ― △210 △9 △220

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△210 ― △210 37 543

平成19年９月30日残高(百万円) 509 △1,602 △1,093 170 7,411



  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,140 538 3,998 △35 6,641

連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △212 ― △212

 役員賞与 ― ― △27 ― △27

 当期純利益 ― ― 1,219 ― 1,219

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

  株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ―

連結会計年度の変動額合計 

(百万円)
― 0 979 △3 976

平成19年３月31日残高(百万円) 2,140 539 4,977 △38 7,618

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 925 △1,633 △708 168 6,101

連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △212

 役員賞与 ― ― ― ― △27

 当期純利益 ― ― ― ― 1,219

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度の変動額(純額)
△205 31 △174 △34 △209

連結会計年度の変動額合計 

(百万円)
△205 31 △174 △34 766

平成19年３月31日残高(百万円) 719 △1,602 △883 133 6,868



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期)純利益 834 1,473 1,978

２ 減価償却費 295 312 609

３ 貸倒引当金の増加額または減少額(△) △2 △6 3

４ 賞与引当金の増加額または減少額(△) △124 △193 78

５ 退職給付引当金の増加額または減少額(△) 1 △476 △13

６ 役員退任慰労引当金の増加額または 

    減少額(△)
0 △63 45

７ 完成工事補償引当金の増加額または 

  減少額(△)
△4 △63 82

８ 受取利息及び受取配当金 △22 △26 △37

９ 支払利息 122 161 255

10 預り金の増加額または減少額（△） ― △2,912 2,159

11 固定資産除却損 11 2 40

12 売上債権の増加額(△)または減少額 57 3,677 △3,606

13 たな卸資産の増加額(△)または減少額 △1,663 1,211 △2,082

14 仕入債務の減少額 △1,890 △2,096 △609

15 差入敷金保証金の減少額 498 88 488

16 受入敷金保証金の減少額 △222 △67 △11

17 その他 532 △592 306

小計 △1,575 428 △311

18 利息及び配当金の受取額 29 33 37

19 利息の支払額 △125 △160 △255

20 法人税等の支払額 △707 △26 △715

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,378 275 △1,244



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 有形固定資産の取得による支出 △1,381 △3,050 △4,171

２ 無形固定資産の取得による支出 △16 △17 △30

３ 長期貸付による支出 ― ― △5

４ 長期貸付金の回収による収入 2 3 7

５ 匿名組合出資金の払込による支出 △13 ― △52

６ 匿名組合出資金の払戻による収入 1 20 49

７ その他 8 ― 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,398 △3,043 △4,189

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増加額 6,205 5,300 7,330

２ 長期借入れによる収入 ― 1,000 3,000

３ 長期借入金の返済による支出 △2,495 △3,195 △4,990

４ 配当金の支払額 △214 △212 △214

５ その他 △8 △8 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,486 2,884 5,108

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額または減少額(△) △290 115 △325

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,572 1,247 1,572

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 1,282 1,362 1,247



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社

 ㈱小田急ハウジング１社

であります。

連結子会社

同  左

連結子会社

同  左

非連結子会社

 該当ありません。

非連結子会社

同  左

非連結子会社

同  左

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法適用関連会社 

 該当ありません。

持分法適用関連会社 

    同  左

持分法適用関連会社 

    同  左

持分法非適用関連会社

 ㈱小田急設計コンサルタ

ント１社であります。

持分法非適用関連会社

同  左

持分法非適用関連会社

同  左

持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、中

間純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金等(持分に

見合う額)に与える影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性が乏しいと判断し

たため、持分法を適用して

おりません。

持分法を適用しない理由

    同  左

持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、当

期純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金等(持分

に見合う額)に与える影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性が乏しいと判

断したため、持分法を適用

しておりません。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

おります。

同  左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

①有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

①有価証券

ａ．満期保有目的の債券

同  左

①有価証券

ａ．満期保有目的の債券

同  左

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

同  左

 

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資(証券取引法第２

条２項により有価証券とみ

なされるもの)については、

組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資(金融商品取引

法第２条２項により有価証

券とみなされるもの)につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資(証券取引法第

２条２項により有価証券と

みなされるもの)について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

②たな卸資産 

 個別法による原価法（中

間連結貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

②たな卸資産

    同  左

②たな卸資産

 個別法による原価法（連

結貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの

方法により算定）



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

方法

①有形固定資産

  定率法

 ただし、賃貸用ビルおよ

びゴルフ練習場ならびに平

成10年４月１日以降取得し

た建物(附属設備を除く)に

ついては定額法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

  建物   ４～50年

  構築物  ５～45年

  機械装置 ８～17年

①有形固定資産    

同  左

 

  

 

 

①有形固定資産    

同  左

②無形固定資産

  定額法

 ただし、ソフトウェア

(自社利用)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

②無形固定資産

同  左

②無形固定資産

同  左

(3) 重要な引当金の

計上基準

①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては過去の貸倒実績率に

より算定した額を、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に評価した回収不

能債権額を計上しておりま

す。

①貸倒引当金

同  左

①貸倒引当金

同  左

②賞与引当金 

 従業員の賞与支給にあて

るため、支給見込額を計上

しております。

②賞与引当金 

    同  左

②賞与引当金 

    同  左

③役員賞与引当金

  ――――――――

③役員賞与引当金

――――――――

③役員賞与引当金

 役員の賞与にあてるた

め、支給見込額を計上して

おります。

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。

④退職給付引当金

    同  左

  

④退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。



  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

―――――――― （追加情報） 

 当社は退職給付制度に退

職一時金制度と適格退職年

金制度を採用しておりまし

たが、平成19年４月１日よ

り退職給付制度を変更し、

従来の退職一時金制度およ

び適格退職年金制度を、確

定給付企業年金制度および

確定拠出年金制度へと移行

いたしました。 

 なお、本制度移行による

主な影響額は、当中間連結

会計期間において、確定拠

出年金制度への移行に伴う

終了益として特別利益に計

上する232百万円および退

職給付引当金の減少額452

百万円であります。

（追加情報） 

 当社は退職給付制度に退

職一時金制度と適格退職年

金制度を採用しております

が、平成19年４月１日より

退職給付制度を変更し、現

行の退職一時金制度および

適格退職年金制度を、確定

給付企業年金制度および確

定拠出年金制度へと移行い

たしました。 

 なお、本制度移行による

主な影響額は、翌連結会計

年度において、確定拠出年

金制度への移行に伴う終了

益として特別利益に計上す

る232百万円および退職給

付引当金の減少額452百万

円の見込みであります。

⑤役員退任慰労引当金

 当社は役員の退任慰労金

の支出に備えるため、役員

退任慰労金内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額

を計上しております。

⑤役員退任慰労引当金

  ――――――――

⑤役員退任慰労引当金

 当社は役員の退任慰労金

の支出に備えるため、役員

退任慰労金内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計

上しております。

⑥完成工事補償引当金

 完成工事に係る瑕疵担保

等の費用にあてるため、過

年度の実績を基礎として将

来の補償見込を加味して計

上しております。

⑥完成工事補償引当金

    同  左

⑥完成工事補償引当金

同  左

(4) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同  左 

 

同  左

(5) その他(中間)連

結財務諸表作成

のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当中間連結会計

期間に負担すべき消費税等

は、期間費用に計上してお

ります。また、固定資産に

係る控除対象外の長期前払

消費税等は、５年間で均等

償却を行っております。

消費税等の会計処理

同  左

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当連結会計年度

に負担すべき消費税等は、

期間費用に計上しておりま

す。また、固定資産に係る

控除対象外の長期前払消費

税等は５年間で均等償却を

行っております。



  

   

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算

書における資金の

範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の資金(現金

及び現金同等物)には、手

許現金および要求払預金の

ほか、取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない短期投資を計上し

ております。

 

同  左

 連結キャッシュ・フロー

計算書上の資金(現金及び

現金同等物)には、手許現

金および要求払預金のほ

か、取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない短期投資を計上して

おります。



会計処理の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号)

が平成20年３月31日以前に開始する

連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、当中間連結会計期間から同会計

基準を適用しております。 

 この変更に伴う当中間連結会計期

間の損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

    ―――――――――

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号)

が平成20年３月31日以前に開始する

連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会計基準

を適用しております。 

 この変更に伴い、たな卸資産評価

損として営業原価に139百万円計上

し、営業総利益、営業利益、経常利

益および税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

   

 

   ―――――――――― 

 

 

   ―――――――――― 

 

(役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用しております。 

 この変更に伴い、役員賞与引当金

繰入額として販売費および一般管理

費に27百万円計上し、営業総利益、

営業利益、経常利益および税金等調

整前当期純利益が同額減少しており

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

   

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は6,061百万円でありま

す。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ております。

 

   ―――――――――― 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は6,735百万円でありま

す。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

財務諸表は、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。

      



  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

   ―――――――――― 

 

(有形固定資産の減価償却の方法) 

 法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、当中間連結会計期間から、平成

19年４月１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

 

   ―――――――――― 

 



追加情報 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

 
――――――― ―――――――

（グループ住宅関連事業の再編につ
いて） 
 当社では、平成19年３月27日開催の
取締役会において、株式交換により
小田急電鉄㈱を当社の完全親会社と
すること、および同社住宅販売業を
会社分割により当社へ移転すること
を決議し、同日付で締結された株式
交換に関する基本合意書にもとづ
き、平成19年５月22日付で株式交換
契約書を締結し、平成19年６月27日
開催定時株主総会で承認されまし
た。 

また、連結子会社である㈱小田急
ハウジングを完全子会社とするとと
もに㈱小田急ビルサービスのマンシ
ョン管理業を㈱小田急ハウジングへ
移転いたします。

１ 株式交換および会社分割の目的
 小田急グループでは、住宅関連事
業の持続的成長を図るため、同事業
について再編し、分散している経営
資源の集約による事業の効率化とと
もに、経営の一体化による意思決定
の迅速化を図ることといたしまし
た。 
 その一環として、小田急電鉄㈱を
当社の完全親会社としたのち、吸収
分割により同社の分譲業のうち住宅
販売業を当社へ移転いたします。 
２ 株式交換の条件等 
(1) 株式交換日 平成19年９月１日
（予定） 
(2) 株式交換比率 
 

会社名
当社 

（完全子会社）

小田急電鉄㈱ 

（完全親会

社）

株式交換比率 0.65 1

(3) 株式交換比率の算定根拠 
  当社はみずほ証券㈱に、小田急電
鉄㈱は三菱UFJ証券㈱に、それぞれ株
式交換比率の算定を依頼いたしまし
た。みずほ証券㈱は、両社の株式に
ついて市場株価基準法、DCF法および
類似企業比較法による分析をそれぞ
れ行い、その算定結果を提出いたし
ました。三菱UFJ証券㈱は、両者の株
式について市場株価平均法、DCF法お
よび類似会社比較法による分析をそ
れぞれ行い、その算定結果を提出い
たしました。この算定結果を参考
に、慎重に検討し、交渉・協議を重
ねました結果、上記のとおり合意い
たしました。

(4) 株式交換により発行する株式 
  小 田 急 電 鉄 ㈱ は、普 通 株 式
1,500,200株を新たに発行し、自己株
式（普通株式）12,938,719株と合わ
せた14,438,919株を割当交付いたし
ます。



  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

３ 完全親会社となる会社に関する
事項 
（平成19年3月31日時点）

商号 小田急電鉄㈱

主要事業内容 鉄道事業及び不動産業等

本店所在地 東京都渋谷区代々木２-28-12

代表者の役職・

氏名 取締役社長 大須賀 賴彦

資本金 60,359百万円

(1) 営業収益および当期純利益 
（平成18年４月１日～平成19年３月
31日） 
営業収益    173,716百万円 
当期純利益    14,713百万円 
(2) 資産、負債、純資産の状況 
（平成19年３月31日現在） 
資産合計   1,060,000百万円 
負債合計     869,554百万円 
純資産合計  190,446百万円 
４ 株式交換後に行う会社分割の要
旨 
 分割時期は平成19年10月１日を予
定しておりますが、詳細につきまし
ては精査中であります。

 
―――――――― ――――――――

(連結子会社の役員退任慰労引当金の
計上） 
  当社及び連結子会社は当連結会計
年度に係る定時株主総会において、
取締役および監査役に対する役員退
任慰労引当金制度を廃止するととも
に、制度適用期間中から在任してい
る現任役員に対する制度廃止日まで
の期間に対応した退任慰労金を算定
し、当該金額を退任時に支給するこ
とを決議いたしました。 
 それに伴い、従来、連結子会社に
おいては役員退任慰労引当金に関す
る内規が整備されていないことから
金額を合理的に見積もることが出来
ないため役員退任慰労引当金を計上
しておりませんでしたが、今回の制
度変更に伴い内規を整備し、役員退
任慰労金が合理的に計算できること
となったため、期末に在籍する役員
に対して当連結会計年度末までに発
生していると認められる金額36百万
円を役員退任慰労引当金として計上
しております。なお、当該金額のう
ち前連結会計年度以前に係る金額25
百万円を特別損失に、当連結会計年
度に係る10百万円を販売費及び一般
管理費に計上しております。

 
―――――――

（有形固定資産の減価償却の方法）
 当中間連結会計期間から、平成19
年3月31日以前に取得したものについ
ては、償却可能限度額まで償却が終
了した翌年から５年間で均等に償却
する方法によっております。 
 当該変更に伴う損益に与える影響
は軽微であります。

 
―――――――



次へ 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
―――――――

（役員賞与引当金）
 前連結会計年度末において、役員
の賞与の支給に備えるため、支給見
込額を計上しておりましたが、役員
報酬制度の見直しに伴い、当中間連
結会計期間より役員賞与引当金の計
上は行っておりません。

 
―――――――

 
―――――――

（役員退職慰労金制度の廃止）
 役員の退職慰労金の支給に備えて
内規に基づく期末要支給額を計上し
ておりましたが、平成19年６月27日
開催の定時株主総会において役員退
職慰労金制度を廃止し、廃止時の要
支給額を取締役及び監査役の退任時
に支給することを決議いたしまし
た。 
 これに伴い当該支給予定額は、固
定負債の「その他」に含めて表示し
ております。

 
―――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,142百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,399百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,125百万円でありま

す。

(※2) 有価証券10百万円を営業保証

金として供託しております。

(※2) 有価証券10百万円を営業保証

金として供託しております。

(※2) 有価証券10百万円を営業保証

金として供託しております。

(※3) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

(※3) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

(※3) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

 

建物及び構築物 1,103百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円
 

建物及び構築物 1,097百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円
 

建物及び構築物 1,112百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円

(※4） 

   ―――――――――― 

 

(※4） 

   ―――――――――― 

 

(※4) 前連結会計年度まで固定資産

に計上していた土地等のうち保

有目的を変更した土地等1,197

百万円を当連結会計年度におい

て流動資産の「たな卸資産」に

振替えております。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(※1） 

 ―――――――――― 

 

(※1） 

 ―――――――――― 

 

(※1）通常の販売目的で保有するた

な卸資産の収益性の低下による

簿価切下げ額139百万円は、営

業原価に計上しております。

(※2) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(※2) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(※2) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(1) 販売費 (1) 販売費 (1) 販売費

 

給料・手当・賞与 349百万円

業務委託料 136百万円

広告宣伝費 171百万円

賞与引当金繰入額 136百万円

  退職給付費用    36百万円
 

給料・手当・賞与 304百万円

業務委託料 104百万円

広告宣伝費 179百万円

賞与引当金繰入額 128百万円

  退職給付費用    34百万円

給料・手当・賞与 830百万円

広告宣伝費 425百万円

賞与引当金繰入額 230百万円

退職給付費用 73百万円

(2) 一般管理費 (2) 一般管理費 (2) 一般管理費

 

役員報酬 97百万円

給料・手当・賞与 132百万円

賞与引当金繰入額 62百万円

退職給付費用 18百万円

役員退任慰労 
引当金繰入額

8百万円

    租税公課      22百万円

 

役員報酬 101百万円

給料・手当・賞与 151百万円

賞与引当金繰入額 79百万円

退職給付費用 19百万円

    租税公課      44百万円

 

役員報酬 207百万円

給料・手当・賞与 308百万円

賞与引当金繰入額 97百万円

退職給付費用 36百万円

役員退任慰労
引当金繰入額

16百万円

租税公課 69百万円

(※3） 

   ―――――――――― 

 

(※3) 前連結会計年度に保有目的を

固定資産からたな卸資産に変更

した土地等の賃料であります。

 

(※3） 

 ―――――――――― 

 



  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(※4）

   ――――――――――

 

(※4) 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 0百万円

構築物 1百万円

その他 0百万円

合計 2百万円
 

(※4) 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 28百万円

構築物 11百万円

その他 1百万円

合計 40百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       4,184株  

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加          5,054株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少         1,592株 

 株式交換に伴う自己株式（当社株式）の交付    178,261株 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 42,800,000 ― ― 42,800,000

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 168,092 4,184 ― 172,276

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 212 5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 42,800,000 ― ― 42,800,000

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間

増加株式数
当中間連結会計期間

減少株式数
当中間連結会計期間末

株式数

普通株式(株) 174,799 5,054 179,853 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 212 5 平成19年３月31日 平成19年６月28日



 
２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加         7,679株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少         972株 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

普通株式(株) 42,800,000 ― ― 42,800,000

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末 
株式数

普通株式(株) 168,092 7,679 972 174,799

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 212 5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 212 5 平成19年３月31日 平成19年６月28日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(※1)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在）

(※1)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成19年９月30日現在）

(※1)現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

 

現金及び預金勘定 630百万円

預け金 
（その他流動資産）

651百万円

現金及び現金同等物 1,282百万円
 

現金及び預金勘定 787百万円

預け金 
（その他流動資産）

574百万円

現金及び現金同等物 1,362百万円  

現金及び預金勘定 544百万円

預け金
（その他流動資産）

702百万円

現金及び現金同等物 1,247百万円



(リース取引関係) 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有
権が借主に移転す
ると認められるも
の以外のファイナ
ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

その他 

( 工 具

器具備

品)

155 112 42

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

その他 

( 工 具

器具備

品)

70 48 21

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末 

残高 

相当額 

(百万円)

その他 

( 工 具

器具備

品)

74 43 30

 

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額
１年以内 24百万円
１年超 17百万円
合計 42百万円

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額
１年以内 13百万円
１年超 8百万円
合計 21百万円

(2) 未経過リース料期末残
高相当額
１年以内 17百万円
１年超 13百万円
合計 30百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料中間期末残高相当額」
は、未経過リース料中間期
末残高の有形固定資産中間
期末残高等に占める割合が
低いため、中間連結財務諸
表規則第15条において準用
する財務諸表等規則第８条
の６第２項の規定に基づ
き、「支払利子込み法」に
より算定しております。

同  左 なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料期末残高相当額」は、未
経過リース料期末残高の有
形固定資産期末残高等に占
める割合が低いため、連結
財務諸表規則第15条の３に
おいて準用する財務諸表等
規則第８条の６第２項の規
定に基づき、「支払利子込
み法」により算定しており
ます。

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

 

支払リース 
料

18百万円

減価償却費 
相当額

18百万円

支払リース
料

8百万円

減価償却費
相当額

8百万円

支払リース 
料

35百万円

減価償却費 
相当額

35百万円

(4) 減価償却費相当額の算
定方法
リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

２ 転貸リース取引

 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,445百万円
１年超 2,445百万円
合計 3,890百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,351百万円
１年超 2,289百万円
合計 3,641百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,458百万円
１年超 2,523百万円
合計 3,981百万円

 

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,445百万円
１年超 2,445百万円
合計 3,890百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,351百万円
１年超 2,289百万円
合計 3,641百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,458百万円
１年超 2,523百万円
合計 3,981百万円



前へ   次へ 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ オペレーティング
  ・リース取引

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,916百万円
１年超 9,804百万円
合計 12,721百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,637百万円
１年超 7,598百万円
合計 10,235百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,872百万円
１年超 8,676百万円
合計 11,548百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 498百万円
合計 751百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 378百万円
合計 632百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 385百万円
１年超 439百万円
合計 824百万円

なお、リース料の確定して
いないものについては、注
記金額に見積金額を含めて
おります。

なお、リース料の確定して
いないものについては、注
記金額に見積金額を含めて
おります。

なお、リース料の確定し
ていないものについては、
注記金額に見積金額を含め
ております。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
  
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

① 国債・地方債等 10 10 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 0

２ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 1,878 1,299

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 1,878 1,299

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 64

②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
1,139

計 1,204



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 
  
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

① 国債・地方債等 10 10 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 0

２ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 653 1,476 823

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 653 1,476 823

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 64

②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
1,153

計 1,217



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
(注)減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

① 国債・地方債等 10 10 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 0

２ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 1,716 1,137

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 1,716 1,137

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 64

②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
1,152

計 1,216



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

7,566 3,607 960 12,134 ― 12,134

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

9 16 ― 25 (25) ―

計 7,575 3,623 960 12,160 (25) 12,134

営業費用 7,044 2,966 631 10,642 555 11,198

営業利益 531 657 328 1,517 (581) 936

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

9,398 3,586 948 13,933 ― 13,933

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

8 15 ― 24 (24) ―

計 9,406 3,602 948 13,957 (24) 13,933

営業費用 8,420 2,920 611 11,953 714 12,667

営業利益 986 682 336 2,004 (738) 1,265

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

22,344 7,184 1,919 31,448 ― 31,448

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

134 29 ― 163 (163) ―

計 22,478 7,213 1,919 31,612 (163) 31,448

営業費用 20,612 6,102 1,343 28,058 1,140 29,198

営業利益 1,866 1,111 576 3,553 (1,304) 2,249



(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称 

事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり分類しております。 

 
  

２ 「消去又は全社」の項目に含めた金額および主な内容は以下のとおりです。 

  

 
  

３ 会計処理の変更 

(前中間連結会計期間) 

「会計処理の変更」に記載のとおり、たな卸資産について、当中間連結会計期間より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用して

おりますが、各セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。 

(当中間連結会計期間) 

「会計処理の変更」に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について、当中間連結会計期間

より、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、平成19年４月１

日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

 なお、各セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。 

(前連結会計年度) 

該当事項はありません。   

   

４ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日）および前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31

日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外営業収益】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日）および前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31

日） 

 海外営業収益がないため、該当事項はありません。 

  

不動産販売業 ：戸建住宅、マンションおよび宅地等の土地建物販売、仲介斡旋ならびに建築請負工事

土地建物賃貸業 ：オフィスビル・マンションの賃貸および総合管理

広告業ほか ：広告業、ゴルフ場運営、保険代理店業、リース業

前中間 
連結会計期間 
(百万円)

当中間
連結会計期間 
(百万円)

前連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目
に含めた配賦不能営
業費用の金額

565 711 1,277
連結財務諸表提出会
社の一般管理部門に
係る費用



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 142円19銭 169円18銭 158円01銭

１株当たり中間(当期)

純利益
12円29銭 20円62銭 28円60銭

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

金額

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

項目
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(平成18年9月30日) (平成19年9月30日) (平成19年3月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 6,183 7,411 6,868

普通株式に係る純資産額(百万円) 6,061 7,240 6,735

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 122 170 133

普通株式の発行済株式数(千株) 42,800 42,800 42,800

普通株式の自己株式数(千株) 172 ― 174

1株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数(千株)
42,627 42,800 42,625

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の１株当たり中間(当期)純利益 12円29銭 20円62銭 28円60銭

中間(当期)純利益(百万円) 523 879 1,219

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 523 879  1,219

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,630 42,649 42,628



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

 
    ―――――――――

（小田急電鉄株式会社住宅販売業の
当社への承継） 
 平成19年８月22日開催の取締役会
において、会社法第796条第１項の規
定に基づく「分社型吸収分割（略式
吸収分割）」により、小田急電鉄株
式会社の住宅販売業を当社へ承継す
ることを決議し、平成19年10月１日
付で会社分割を実施いたしました。
その内容は以下のとおりでありま
す。

    ―――――――――

①結合当事企業の名称及び事業の内
容 
 分割会社：小田急電鉄株式会社 
 鉄道事業、不動産業等 
 承継会社：当社 
 不動産販売業、土地建物賃貸業等
②企業結合の法的形式
 小田急電鉄株式会社を分割会社と
し、当社を承継会社とする吸収分割
であります。 
 なお、当社は、会社分割に際して
普通株式１株を新たに発行し、小田
急電鉄株式会社に割当交付いたしま
す。
③取引の目的を含む取引の概要
 平成19年３月27日開催の取締役会
において、グループ住宅関連事業に
ついては、今後ますます高度化・多
様化するお客様のニーズに応え、ご
満足いただける商品・サービスを提
供し、同事業の持続的成長を図って
いくために、分散している経営資源
の集約による事業の効率化ととも
に、経営の一体化による意思決定の
迅速化を図ることが必要不可欠であ
ると判断し、同事業の再編を行うこ
とといたしました。本吸収分割を実
施し、小田急電鉄株式会社の住宅販
売業を当社へ移転することにより、
両社における業務の重複を解消し、
管理コストを削減するなど、事業効
率の向上を図ります。
  また、再編後における住宅販売に
ついては、原則として当社において
用地取得・開発・販売を行う製販一
体体制とし、従来以上に迅速かつ的
確に用地取得や商品企画等を進める
ことにより、お客様の住環境の価値
向上に貢献する商品・サービスの開
発、提供を行い、グループ価値の最
大化を図ってまいります。

④実施した会計処理の概要
 「企業結合に係る会計基準 三
４ 共通支配下の取引等の会計処
理」に規定する連結財務諸表上及び
個別財務諸表上の会計処理を実施し
ております。



  

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 また、当社が引き継いだ資産、負債
の項目及び金額は次のとおりでありま
す。

 

（平成19年10月１日現在）

百万円

資産 負債

流動資産 28,026 流動負債 20,057

固定資産 88 固定負債 14

資産 計 28,115 負債 計 20,071



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 445 600 363

２ 売掛金 335 268 3,795

３ 分譲土地建物 ※4 7,989 8,731 9,862

４ その他 1,560 659 1,069

５ 貸倒引当金 △2 △1 △7

流動資産合計 10,328 24.8 10,259 22.9 15,083 31.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物 ※1.3.4 8,018 8,831 8,208

(2) 土地 ※3.4 12,902 16,213 14,217

(3) その他 ※1.3.4 1,506 22,427 1,329 26,374 1,401 23,828

２ 無形固定資産 682 668 679

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 3,082 2,544 2,933

(2) 差入敷金保証金 4,716 4,638 4,726

(3) その他 363 374 368

(4) 貸倒引当金 △0 8,162 △0 7,557 △0 8,028

固定資産合計 31,272 75.2 34,600 77.1 32,535 68.3

資産合計 41,600 100.0 44,859 100.0 47,618 100.0



 

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 1,707 911 2,689

２ 短期借入金 14,965 16,615 13,990

３ 未払法人税等 93 150 36

４ 預り金 2,190 1,516 4,417

５ 賞与引当金 256 266 445

６ 役員賞与引当金 ― ― 25

７ その他 ※2 2,537 1,759 2,856

流動負債合計 21,751 52.3 21,220 47.3 24,460 51.4

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 6,855 9,940 9,460

２ 再評価に係る繰延税金負債 1,253 1,222 1,222

３ 退職給付引当金 1,368 842 1,330

４ 役員退任慰労引当金 62 ― 70

５ 受入敷金保証金 3,997 4,120 4,188

６ その他 360 445 277

固定負債合計 13,897 33.4 16,571 36.9 16,549 34.7

負債合計 35,648 85.7 37,791 84.2 41,009 86.1

 



 
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,140 5.1 2,140 4.8 2,140 4.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 538 538 538

  (2) その他資本剰余金 ― 10 0

    資本剰余金合計 538 1.3 549 1.2 539 1.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 216 216 216

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 604 604 604

    別途積立金 139 139 139

    繰越利益剰余金 3,188 4,532 3,866

    利益剰余金合計 4,149 10.0 5,494 12.3 4,827 10.1

 ４ 自己株式 △12 △0.0 ― ― △14 △0.0

    株主資本合計 6,815 16.4 8,183 18.3 7,492 15.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 770 1.8 486 1.1 719 1.5

 ２ 土地再評価差額金 △1,633 △3.9 △1,602 △3.6 △1,602 △3.3

    評価・換算差額等合計 △863 △2.1 △1,116 △2.5 △883 △1.8

    純資産合計 5,952 14.3 7,067 15.8 6,609 13.9

    負債純資産合計 41,600 100.0 44,859 100.0 47,618 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の 
要約損益計算書

( 自 平成18年４月１日 ( 自 平成19年４月１日 ( 自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日 ) 至 平成19年９月30日 ) 至 平成19年３月31日 )

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 10,328 100.0 11,266 100.0 26,687 100.0

Ⅱ 営業原価
※1

7,974 77.2 8,594 76.3 21,053 78.9

営業総利益 2,354 22.8 2,672 23.7 5,634 21.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,285 12.5 1,370 12.1 3,316 12.4

営業利益 1,068 10.3 1,302 11.6 2,317 8.7

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 8 9 17

２ その他 34 42 0.4 131 140 1.2 39 57 0.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 122 161 255

２ その他 ※2 11 134 1.2 20 181 1.6 42 297 1.1

経常利益 977 9.5 1,261 11.2 2,077 7.8

Ⅵ 特別利益

１ 退職給付制度移行に伴う終了益 ― ― ― 232 232 2.1 ― ― ―

税引前中間(当期)純利益 977 9.5 1,493 13.3 2,077 7.8

法人税、住民税及び事業税 5 120 11

法人税等調整額 402 408 4.0 492 613 5.5 818 829 3.1

中間(当期)純利益 569 5.5 880 7.8 1,247 4.7



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,140 538 538

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ―

 役員賞与 ― ― ―

 中間純利益 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 2,140 538 538

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 216 604 139 2,857 3,819 △11 6,486

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △213 △213 ― △213

 役員賞与 ― ― ― △25 △25 ― △25

 中間純利益 ― ― ― 569 569 ― 569

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △1 △1

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― ― 330 330 △1 328

平成18年９月30日残高(百万円) 216 604 139 3,188 4,149 △12 6,815

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 925 △1,633 △708 5,778

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △213

 役員賞与 ― ― ― △25

 中間純利益 ― ― ― 569

 自己株式の取得 ― ― ― △1

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△155 ― △155 △155

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△155 ― △155 173

平成18年９月30日残高(百万円) 770 △1,633 △863 5,952



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,140 538 0 539

中間会計期間中の変動額

 株式交換 ― ― 10 10

 剰余金の配当 ― ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 10 10

平成19年９月30日残高(百万円) 2,140 538 10 549

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 216 604 139 3,866 4,827 △14 7,492

中間会計期間中の変動額

 株式交換 ― ― ― ― ― 16 26

 剰余金の配当 ― ― ― △213 △213 ― △213

 中間純利益 ― ― ― 880 880 ― 880

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― ― 666 666 14 691

平成19年９月30日残高(百万円) 216 604 139 4,532 5,494 ― 8,183

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 719 △1,602 △883 6,609

中間会計期間中の変動額

 株式交換 ― ― ― 26

 剰余金の配当 ― ― ― △213

 中間純利益 ― ― ― 880

 自己株式の取得 ― ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額)
△233 ― △233 △233

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△233 ― △233 458

平成19年９月30日残高(百万円) 486 △1,602 △1,116 7,067



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,140 538 ― 538

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ―

 役員賞与 ― ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 自己株式の処分 ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の事業 

 年度中の変動額(純額)
― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 2,140 538 0 539

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 216 604 139 2,857 3,819 △11 6,486

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △213 △213 ― △213

 役員賞与 ― ― ― △25 △25 ― △25

 当期純利益 ― ― ― 1,247 1,247 ― 1,247

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の事業 

  年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
― ― ― 1,008 1,008 △3 1,005

平成19年３月31日残高(百万円) 216 604 139 3,866 4,827 △14 7,492

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 925 △1,633 △708 5,778

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △213

 役員賞与 ― ― ― △25

 当期純利益 ― ― ― 1,247

 自己株式の取得 ― ― ― △3

 自己株式の処分 ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の事業 

 年度中の変動額(純額)
△205 31 △174 △174

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
△205 31 △174 830

平成19年３月31日残高(百万円) 719 △1,602 △883 6,609



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

   

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)

②子会社株式及び関連会社 

 株式

移動平均法による原価法

③その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

同  左

②子会社株式及び関連会社 

 株式

同  左

③その他有価証券

 時価のあるもの

   同  左 

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

同  左

②子会社株式及び関連会社 

 株式

同  左

③その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

  時価のないもの

移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責

任組合およびそれに類す

る組合への出資（証券取

引法第２条２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額で取り込む方

法によっております。

  時価のないもの

   同  左

 なお、投資事業有限責

任組合およびそれに類す

る組合への出資（金融商

品取引法第２条２項によ

り有価証券とみなされる

もの）については、組合

契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎と

し、持分相当額で取り込

む方法によっておりま

す。

 時価のないもの 

    同  左

 なお、投資事業有限責

任組合およびそれに類す

る組合への出資（証券取

引法第２条２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額で取り込む方

法によっております。

 

(2) たな卸資産 

 分譲土地建物 

個別法による原価法（中

間貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

(2) たな卸資産

 分譲土地建物

   同  左

(2) たな卸資産

 分譲土地建物

個別法による原価法（貸

借対照表価格は収益性の

低下による簿価切下げの

方法により算定）

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

 ただし、賃貸用ビルお

よびゴルフ練習場ならび

に平成10年４月１日以降

取得した建物(附属設備を

除く)については定額法

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

  建物   ７～50年

  構築物  ５～45年

  機械装置 ８～17年

(1) 有形固定資産

同  左

(1) 有形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウェア

(自社利用)については、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

同  左



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては過去の貸倒実績率に

より算定した額を、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に評価した回収不

能債権額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同  左

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給にあて

るため、支給見込額を計上

しております。

(2) 賞与引当金

同  左

(2) 賞与引当金

同  左

(3) 役員賞与引当金 

    -―――――

(3) 役員賞与引当金 

    -―――――

(3) 役員賞与引当金 

 役員の賞与にあてるた

め、支給見込額を計上して

おります。

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌事

業年度から費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

(4) 退職給付引当金 

    同  左

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌事

業年度から費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。



次へ 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
    ――――――― 
 

（追加情報） 

 当社は退職給付制度に退

職一時金制度と適格退職年

金制度を採用しておりまし

たが、平成19年４月１日よ

り退職給付制度を変更し、

従来の退職一時金制度およ

び適格退職年金制度を、確

定給付企業年金制度および

確定拠出年金制度へと移行

いたしました。 

 なお、本制度移行による

主な影響額は、当中間会計

期間において、確定拠出年

金制度への移行に伴う終了

益として特別利益に計上す

る232百万円および退職給

付引当金の減少額452百万

円であります。

（追加情報） 

 当社は退職給付制度に退

職一時金制度と適格退職年

金制度を採用しております

が、平成19年４月１日より

退職給付制度を変更し、現

行の退職一時金制度および

適格退職年金制度を、確定

給付企業年金制度および確

定拠出年金制度へと移行い

たしました。 

 なお、本制度移行による

主な影響額は、翌事業年度

において、確定拠出年金制

度への移行に伴う終了益と

して特別利益に計上する

232百万円および退職給付

引当金の減少額452百万円

の見込みであります。

(5) 役員退任慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支出

に備えるため、役員退任慰

労金内規に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。

 

  ―――――――

(5) 役員退任慰労引当金 

 役員の退任慰労金の支出

に備えるため、役員退任慰

労金内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同  左 同  左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当中間会計期間

に負担すべき消費税等は、

期間費用に計上しておりま

す。また、固定資産に係る

控除対象外の長期前払消費

税等は、５年間で均等償却

を行っております。 

 

消費税等の会計処理
同  左

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当事業年度に負

担すべき消費税等は、期間

費用に計上しております。

また、固定資産に係る控除

対象外の長期前払消費税等

は、５年間で均等償却を行

っております。 

 



会計処理の変更 
  
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

(棚卸資産の評価に関する会計基準) 

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号)

が平成20年３月31日以前に開始する

事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当中

間会計期間から同会計基準を適用し

ております。 

 なお、この変更に伴う当中間会計

期間の損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 

 

    ―――――――――

(棚卸資産の評価に関する会計基準) 

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号)

が平成20年３月31日以前に開始する

事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準を適用してお

ります。 

 この変更に伴い、たな卸資産評価

損として営業原価に139百万円を計

上し、営業総利益、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益が同額

減少しております。 

 

    ―――――――――

 

    ―――――――――

(役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。 

 この変更に伴い、役員賞与引当金

繰入額として販売費及び一般管理費

に25百万円を計上し、営業利益、経

常利益および税引前当期純利益が同

額減少しております。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は5,952百万円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。 

 

 

    ―――――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は6,609百万円でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 

 



  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

    ―――――――――

(有形固定資産の減価償却の方法) 

 法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、当中間会計期間から、平成19年

４月１日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

 

    ―――――――――



追加情報 

  

前中間会計期間 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間
(平成19年９月30日)

前事業年度 
(平成19年３月31日)

 
――――――― ―――――――

（グループ住宅関連事業の再編につ
いて） 
 当社では、平成19年３月27日開催の
取締役会において、株式交換により
小田急電鉄㈱を当社の完全親会社と
すること、および同社住宅販売業を
会社分割により当社へ移転すること
を決議し、同日付で締結された株式
交換に関する基本合意書にもとづ
き、平成19年５月22日付で株式交換
契約書を締結し、平成19年６月27日
開催定時株主総会で承認されまし
た。 

また、連結子会社である㈱小田急
ハウジングを完全子会社とするとと
もに㈱小田急ビルサービスのマンシ
ョン管理業を㈱小田急ハウジングへ
移転いたします。

１ 株式交換および会社分割の目的
 小田急グループでは、住宅関連事
業の持続的成長を図るため、同事業
について再編し、分散している経営
資源の集約による事業の効率化とと
もに、経営の一体化による意思決定
の迅速化を図ることといたしまし
た。 
 その一環として、小田急電鉄㈱を
当社の完全親会社としたのち、吸収
分割により同社の分譲業のうち住宅
販売業を当社へ移転いたします。 
２ 株式交換の条件等 
(1) 株式交換日 平成19年９月１日
（予定） 
(2) 株式交換比率

会社名
当社 

（完全子会社）

小田急電鉄㈱ 

（完全親会

社）

株式交換比率 0.65 1

(3) 株式交換比率の算定根拠 
  当社はみずほ証券㈱に、小田急電
鉄㈱は三菱UFJ証券㈱に、それぞれ株
式交換比率の算定を依頼いたしまし
た。みずほ証券㈱は、両社の株式に
ついて市場株価基準法、DCF法および
類似企業比較法による分析をそれぞ
れ行い、その算定結果を提出いたし
ました。三菱UFJ証券㈱は、両者の株
式について市場株価平均法、DCF法お
よび類似会社比較法による分析をそ
れぞれ行い、その算定結果を提出い
たしました。この算定結果を参考
に、慎重に検討し、交渉・協議を重
ねました結果、上記のとおり合意い
たしました。 
(4) 株式交換により発行する株式 
 小 田 急 電 鉄 ㈱ は、普 通 株 式
1,500,200株を新たに発行し、自己株
式（普通株式）12,938,719株と合わ
せた14,438,919株を割当交付いたし
ます。



次へ 

  

 

前中間会計期間 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間
(平成19年９月30日)

前事業年度 
(平成19年３月31日)

 

３ 完全親会社となる会社に関する
事項 
  （平成19年3月31日時点）

商号 小田急電鉄㈱

主要事業内容 鉄道事業及び不動産業等

本店所在地 東京都渋谷区代々木２-28-12

代表者の役職・氏名 取締役社長 大須賀 賴彦

資本金 60,359百万円

(1) 営業収益および当期純利益 
（平成18年４月１日～平成19年３月
31日） 
営業収益    173,716百万円 
当期純利益   14,713百万円 
(2) 資産、負債、純資産の状況 
（平成19年３月31日現在） 
資産合計  1,060,000百万円 
負債合計    869,554百万円 
純資産合計   190,446百万円 
４ 株式交換後に行う会社分割の要
旨 
 分割時期は平成19年10月１日を予
定しておりますが、詳細につきまし
ては精査中であります。

 
―――――――

（有形固定資産の減価償却の方法）
 当中間会計期間から、平成19年3月
31日以前に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償却が終了
した翌年から５年間で均等に償却す
る方法によっております。 
 当該変更に伴う損益に与える影響
は軽微であります。

 
―――――――

 
―――――――

（役員賞与引当金）
 前事業年度において、役員の賞与
の支給に備えるため、支給見込額を
計上しておりましたが、役員報酬制
度の見直しに伴い、当中間会計期間
より役員賞与引当金の計上は行って
おりません。

 
―――――――

 
―――――――

（役員退職慰労金制度の廃止）
 役員の退職慰労金の支給に備えて
内規に基づく期末要支給額を計上し
ておりましたが、平成19年６月27日
開催の定時株主総会において役員退
職慰労金制度を廃止し、廃止時の要
支給額を取締役及び監査役の退任時
に支給することを決議いたしまし
た。 
 これに伴い当該支給予定額は、固
定負債の「その他」に含めて表示し
ております。

 
―――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,113百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,354百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,089 百万円でありま

す。

(※2) 消費税等

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺のうえ差額を流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

(※2) 消費税等

同  左

(※2) 

    

  ――――――――――

(※3) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

  建物      1,096百万円

  土地      2,771百万円 
  その他        6百万円

(※3) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

  建物           1,091百万円

  土地      2,771百万円 
  その他       6百万円

(※3) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

  建物         1,106百万円

  土地      2,771百万円 
 その他        6百万円

(※4)     

  ―――――――――― 

 

(※4)     

  ―――――――――― 

 

(※4) 前事業年度まで固定資産に計

上していた土地等のうち保有目

的を変更した土地等1,197百万

円を当事業年度において流動資

産の「販売用土地建物」に振替

えております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(※1)  
   ――――――――――

(※1)  
   ――――――――――

(※1)通常の販売目的で保有するた
な卸資産の収益性の低下による簿
価切下げ額139百万円は、営業原
価に計上しております。

(※2) 

    ――――――――――

(※2)固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 0百万円

その他 1百万円

合計 2百万円

(※2)固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 28百万円

その他 12百万円

合計 40百万円

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

 

有形固定資産 264百万円

無形固定資産 24百万円

合計 288百万円
 

有形固定資産 280百万円

無形固定資産 23百万円

合計 303百万円

有形固定資産 547百万円

無形固定資産 47百万円

合計 594百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  
前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    4,184株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           5,054株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少        1,592株 

 株式交換に伴う自己株式（当社株式）の交付  46,261株 

  

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           7,679株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少          972株 

  

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間末 
株式数

普通株式(株) 36,092 4,184 ― 40,276

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間末 
株式数

普通株式(株) 42,799 5,054 47,853 ―

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末 
株式数

普通株式(株) 36,092 7,679 972 42,799



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有
権が借主に移転す
ると認められるも
の以外のファイナ
ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

148 105 42

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

70 48 21

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末 

残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

74 43 30

(2) 未経過リース料期末残
高相当額

 

１年以内 24百万円
１年超 17百万円

合計 42百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料中間期末残高相当額」
は、未経過リース料中間期
末残高の有形固定資産中間
期末残高等に占める割合が
低いため、中間財務諸表等
規則第５条の３において準
用する財務諸表等規則第８
条の６第２項の規定に基づ
き、「支払利子込み法」に
より算定しております。

 

１年以内 13百万円
１年超 8百万円

合計 21百万円

同  左
 

１年以内 17百万円
１年超 13百万円

合計 30百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料期末残高相当額」は、未
経過リース料期末残高の有
形固定資産期末残高等に占
める割合が低いため、財務
諸表等規則第８条の６第２
項の規定に基づき、「支払
利子込み法」により算定し
ております。

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

 

支払リース 
料

18百万円

減価償却費 
相当額

18百万円

支払リース 
料

8百万円

減価償却費 
相当額

8百万円

支払リース 
料

34百万円

減価償却費 
相当額

34百万円

(4) 減価償却費相当額の算
定方法
リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

２ 転貸リース取引 (1) 未経過支払リース料
１年以内 1,459百万円
１年超 2,470百万円

合計 3,929百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,364百万円
１年超 2,301百万円

合計 3,666百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,472百万円
１年超 2,541百万円

合計 4,013百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,459百万円
１年超 2,470百万円

合計 3,929百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,364百万円
１年超 2,301百万円

合計 3,666百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,472百万円
１年超 2,541百万円

合計 4,013百万円



前へ   次へ 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ オペレーティング
  ・リース取引

 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,916百万円
１年超 9,804百万円

合計 12,721百万円
 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,637百万円
１年超 7,598百万円

合計 10,235百万円
 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,872百万円
１年超 8,676百万円

合計 11,548百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 498百万円

合計 751百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 378百万円

合計 632百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 385百万円
１年超 439百万円

合計 824百万円

なお、リース料の確定し
ていないものについては、
注記金額に見積金額を含め
ております。

なお、リース料の確定し
ていないものについては、
注記金額に見積金額を含め
ております。

なお、リース料の確定し
ていないものについては、
注記金額に見積金額を含め
ております。



前へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

   ―――――――――

（小田急電鉄株式会社住宅販売業の

当社への承継）

 

     ―――――――――

 平成19年８月22日開催の取締役会
において、会社法第796条第１項の
規定に基づく「分社型吸収分割（略
式吸収分割）」により、小田急電鉄
株式会社の住宅販売業を当社へ承継
することを決議し、平成19年10月１
日付で会社分割を実施いたしまし
た。
 な お、詳 細 に つ き ま し て は
「１ 中間連結財務諸表等 (1)中間
連結財務諸表 （重要な後発事
象）」に記載のとおりであります。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間連結会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（１）臨時報告書の訂正報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２および同項第７号（小田急電鉄株式会社

との株式交換契約および吸収分割契約）の規定にもとづく臨時報告書（平成19年３月27日提出関東財務

局長に提出）の訂正報告書を平成19年５月22日関東財務局長に提出。 

（２）有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第43期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長

に提出。 

（３）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および同項第19号（退職一時金制度および適

格年金制度から確定給付企業年金制度および確定拠出年金制度への変更による財政状態および経営成績

に著しい影響を与える事象の発生）の規定にもとづく臨時報告書を平成19年７月25日関東財務局長に提

出。 

（４）臨時報告書の訂正報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２および同項第７号（小田急電鉄株式会社

との株式交換契約および吸収分割契約）の規定にもとづく臨時報告書（平成19年３月27日関東財務局長

に提出）の訂正報告書を平成19年８月22日関東財務局長に提出。 

（５）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（小田急電鉄株式会社に対する新株式の発

行）の規定にもとづく臨時報告書を平成19年８月22日関東財務局長に提出。 

（６）有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（２）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年９月25日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月11日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、小田急不動産株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月1日から平成18年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準を適

用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月６日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている小田急不動産株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、小田急不動産株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月1日から平成19年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月１日付で小田急電鉄株式会社の住宅販売

業を会社分割により承継している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   鐵     義  正  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月11日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、小田急不動産株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成18年４月1日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準を適用し

ているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月６日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている小田急不動産株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第44期事業年度の

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、小田急不動産株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成19年４月1日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月１日付で小田急電鉄株式会社の住宅販売

業を会社分割により承継している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   鐡     義  正  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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